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高機能・高付加価値化で数量減を乗り越える家電販売、特にエアコンの動向について 

 

1. 我が国の家電市場は、人口減少による需要減や単身世帯・高齢世帯の増加などの世帯構造の変化に

伴う需要構造の変化といった長期的な制約を抱えつつも、近年は製品の高機能化・高付加価値化を

背景として拡大傾向にある。商業動態統計における「家電大型専門店」の商品販売額をみると、

2016 年の約 4.2 兆円から 2025 年の約 4.9 兆円に、9 年間で 2 割近く（17％程度）拡大してい

る（図１）。また、家電量販店を中心とするＰＯＳデータで近年の販売動向1を確認すると、コロナ禍前

（2016 年～2018 年平均）と比較して、販売数量が減少する一方、製品購入単価は上昇している（図

２）。いわば、製品の高付加価値化によって数量の伸び悩みを補いながら、売上増を実現し、収益の確

保につなげている。このように、家電は主要な耐久財の一つとして、日本経済における特徴的な動き

をしていることから、本稿ではその販売動向を概観した上で、特に家電の中でもシェアが大きく、20

２６年も高い売れ行きが予想されるエアコンに焦点を当てることとする。 

 

 
1 家電量販店を中心とする主要 19 品目のＰＯＳデータ。主要 19 品目とは、テレビ、エアコン、パソコン、

携帯電話、冷蔵庫、デジタルカメラ、ブルーレイ・ＤＶＤ、パソコン周辺機器、ゲーム機本体、空気清浄

機、除湿器、加湿器、ポータブルステレオ、電子レンジ、クリーナ、理美容家電、暖房、タブレット、洗濯

機を指す。 
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図１ 家電大型専門店商品販売額

ＡＶ家電 情報家電 通信家電 カメラ類 生活家電 その他

（年）

（兆円）



2. まず、家電販売額に占める個別項目のシェアを確認すると、２０１６～20１８年と比べて、エアコンや携

帯電話のシェアが上昇していることがわかる（図３）。他方、テレビの販売額はシェアを落としている。

エアコンや携帯電話のシェア拡大については、単価の上昇に加え、近年の猛暑の常態化やスマホ使用

の日常化・利用拡大等を背景に、生活インフラとして定着してきていることがうかがわれる。個別品目

の販売額の推移をみると、家電販売全体としては、2020 年４月以降は振れを伴いながらも横ばい

から緩やかな増加傾向で推移する中で、品目ごとにいくつか特徴的な動きがみられる（図４）。「携帯

電話」は 2021 年以降すう勢的に増加しており、また、「ゲーム機本体」については、2025 年６月以

降は人気ゲーム機の後継機の発売により、大きく増加した後、足元まで高水準で推移している。さら

に、2023年以降、低水準で推移していた「パソコン」についても、Windows10のサポート終了に伴

う買換え需要により、2025 年夏から年末にかけて増加がみられた。家電販売におけるシェアが最大

である「エアコン」については、他の主要家電と同様に安定的な水準を維持する中で、2025 年末以

降増加がみられる。 
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図２ 家電販売額と要因分解
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図３ 家電販売のシェア
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3. 以下、足元で増加がみられ、その要因が日本経済にとって示唆的であるエアコンの販売動向について

概観する。エアコンは 1965 年頃から日本の家庭に普及し始め、2000 年に入る前には普及率 8 割

まで急速に普及し、ここ 15 年は普及率が 90％程度で推移するなど、現在では多くの家庭において

必需的な生活インフラとして定着してきている（図５）。エアコン販売額について、コロナ禍前の 2016

年から 2018 年の月平均販売額をベースラインとしてその推移をみると、物価変動を考慮した実質

ベースでは、コロナ禍以降ほとんどの月で 100 を下回る水準で推移してきたが、2026 年に入り増

加がみられ、コロナ禍前の水準を超えた（図６）。一方、名目ベースでは、単価の上昇を背景に販売額

が押し上げられており、近年のエアコン市場は、普及率が高い水準で安定する中で、製品の高機能化

や省エネ性能の向上など単価上昇を伴う安定的な買い替え需要によって支えられている構造にある

といえる。 
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図４ 個別品目の販売額（３カ月移動平均）
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図５ エアコンの普及率



4. こうした全国的な販売動向の中、地域別の特徴を探っていくと、近年、北海道・東北地方で特徴的な

動きを示している。エアコンの販売数量の伸び率を地域別に確認すると、北海道・東北地方が他地域

を上回る伸び率となっている期間が多くみられる（図７）。特に 2022 年前半や、2023 年から

2024 年前半にかけては他地域と比較して大きく伸びていることがわかる。また、普及率をみると、

2018 年時点では北海道・東北地方においては 62％と相対的に低かったものの、2025 年には

77％まで上昇している（図８）。この背景として、近年、北海道・東北地方において特に夏季の気温が

大幅に上昇している点が挙げられる。月ごとの平均気温の平年差をみると、全国的に平年より高い

気温を記録する月が多い中、北日本（北海道・東北地方）においては、近年、特に６～８月頃にかけて

全国平均以上に気温が上昇している傾向が確認できる（図９）。従来、比較的冷涼であったこれらの地

域では、エアコンを設置しない世帯も多かったが、近年の夏季の猛暑がエアコンの新規導入を促進し

たと推測される。もっとも、北海道・東北地方におけるエアコンの普及率は依然として 77％と、90％

程度の他地域と比較して低く、今後の温暖化の進行によっては新規購入需要の余地が残っているよ

うにもみえる。また、2025年夏以降、関東・甲信越で数量が増加していることについては、2025年

夏に東京都の省エネ対策事業である東京ゼロエミポイント事業2が拡充され、同年 8 月 30 日から高

齢者及び障碍のある方が省エネ性能の高いエアコン購入した場合、最大 8 万円に及ぶ大幅な値引き

措置が追加されたことによるものと考えられる。 

 
2 東京都が 2024 年 10 月 1 日から実施している省エネ対策事業。東京都から東京ゼロエミポイントを交付さ

れた家電販売店において、都民が省エネ性能の高い製品（エアコン・冷蔵庫・給湯器・ＬＥＤ照明器具）へ

の買替えや新規購入を行った場合、当該製品に係るポイント分を値引きして販売される。いずれも期間は

2027 年３月 31 日まで。 
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5. こうした省エネ対策事業は 2027 年 4 月に開始される新たな省エネ基準を見据えて実施されてい

る。このため、全国的にも２０２７年３月頃にかけてエアコン販売は増加傾向で推移することが見込ま

（2016-2018年同月比、％）
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図７ エアコンの販売数量
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れる。「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」に基づくエアコンのトップランナー制度3の見直し

により、壁掛形の家庭用エアコンについては、2027 年４月から省エネ基準（APF4基準）が引き上げ

られる。本制度が事業者単位での省エネ基準達成を求めていることを踏まえると、企業の基準達成を

阻害する低効率機種については、市場での製造・販売が縮小・終了する可能性が高い。また、現行市

場において新たな省エネ基準に達していない製品は、高効率化に必要な部材や高度な制御技術の採

用を抑えることで価格を低く設定している製品が多い。そのため、新基準適用後は相対的に価格帯の

高い製品が市場の中心となることが見込まれる。このような環境変化を背景に、足元では改正前の

「駆け込み需要」が顕在化し始めている。実際、ＰＯＳデータにおける 2026 年３月のエアコンの売上

高は前月比＋11.9％5（前年比＋35.6％）と大きな伸びを示している。 

6. エアコンが多くの世帯に普及し、買い替え需要以外の新規需要の余地が限られる中で、こうした省エ

ネエアコンの普及促進は、当面の間、エアコン販売を下支えすると考えられる。家庭部門のエネルギー

消費のうち、冷暖房による消費は約３割を占めるとされる（図 10）。そのため、消費者にとっては、電

気代の節約といったランニングコストの低減も、家計への影響という観点から重要な判断要素であ

り、毎月の支出割合によっては、本体の購入価格以上のインセンティブがあるとも考えられる。また、

普及率は「１台以上のエアコンを保有する世帯」の割合であり、普及率が高止まりしていても、家庭に

よっては、複数の部屋にエアコンを増設するといった形での更なる購入拡大余地もある。総務省の統

計によれば、１住宅当たりの居住室数は平均で 4.28 室6である一方、内閣府の調査ではエアコンの

保有数量は１世帯当たり 2.67 台7に留まっている。これらを踏まえると、家庭用エアコン市場におい

ては、既存機器の更新需要に加え、未設置の部屋への新規導入余地が一定程度存在する。このため、

省エネ基準改正前に見込まれる駆け込み需要に加え、基準改正後においても、長期的には電気代削

減効果の高い省エネ性能に優れた高効率・高性能エアコンの需要は安定的に推移することが期待さ

れる。 

 
3 「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」（いわゆる省エネ法）に基づき、事業者が年度ごとに出荷す

る製品全体で省エネ基準を満たすことを求める制度。省エネ基準は、現在商品化されている製品のうち、エ

ネルギー消費効率が最も優れているもの（トップランナー）の性能に加え、技術開発の将来の見通し等を勘

案して定められている。 
4 通年エネルギー消費効率（Annual Performance Factor）。１年間に必要な冷暖房能力を、1年間でエアコン

が消費する電力量で除した数値。 
5 内閣府による季節調整値。 
6 総務省「住宅・土地統計調査」。 
7 内閣府「消費動向調査」。エアコン保有世帯における１世帯当たりの保有数量。 

図10 家庭部門用途別エネルギー消費量
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7. 以上を総合すると、エアコンの省エネ基準改正は、家庭用エアコン市場において短期的には駆け込み

需要と反動を生じさせる一方、中長期的には高効率・高性能製品を中心とした市場構造への移行を

促す要因となると考えられる。また、夏季の気温上昇に伴う冷房需要の拡大や、世帯当たりのエアコ

ン設置数を踏まえると、基準改正後においてもエアコン需要が大きく減退する可能性は低い。むし

ろ、省エネ性能やランニングコストを重視した選択が一層進むことで、エアコン市場は高性能化・高付

加価値化を伴いながら、安定的に推移していくことが見込まれる。 

8. なお、エアコンを含め、家電製品の使用年数は近年上昇傾向にあり、特に冷蔵庫やエアコンは 13～

14 年、洗濯機は 10 年を超えている（図 11）。さらに、人口減少が進む中、販売数量の拡大余地は必

ずしも大きいものではないが、今後は、高性能な機種への安定した買替え需要や高付加価値化に伴

う単価水準の上昇が販売額を支えると考えられる。また、女性の社会進出に伴う共働き世帯の増加

や、コロナ禍を経て快適な生活空間の重要性を再認識し、それによって変化した生活様式が定着する

中で、前述の主要白物家電を含め、家電市場全体において、製品の更新需要に加え、時短や省力化、

生活の快適性向上といった消費者の潜在需要を捉えた高機能・高付加価値商品の展開が今後も継続

すると考えられる。こうした中、機能性や利便性を通じて新たな需要をいかに創出できるかが、家電

市場全体の先行きを左右する鍵となろう。 

 

 

 

 

 

図11　耐久財の使用年数と買換え理由
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